○諏訪市狭あい道路拡幅整備に関する要綱
平成12年3月28日
告示第33号

(目的)

第1条　この要綱は、狭あい道路の拡幅を促進するため必要な事項を定め、もって住みよいまちづくりに寄与することを目的とする。

(用語の定義)

第2条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1)　建築主　建築基準法(昭和25年法律第201号。以下「法」という。)第2条第16号に規定する建築主をいう。
(2)　建築行為　建築物等を建築し、又は築造することをいう。
(3)　狭あい道路　法第42条第2項道路をいう。
(4)　後退線　法第42条第2項の規定により狭あい道路の境界線とみなされる線をいう。
(5)　後退用地　狭あい道路の現境界線と後退線との間にある土地をいう。

(適用範囲)

第3条　この要綱は、建築主(建築物の敷地の所有者が建築主と異なる場合には、当該所有者を含む。以下同じ。)が狭あい道路に接する土地において、法第6条に規定する建築確認(法第88条第1項において準用する場合を含む。)が必要な建築行為をしようとする場合に適用する。

(意思表示)

第4条　建築主は、この要綱の趣旨に賛同し土地を寄附する場合、その意思を市長に申し出るものとする。
2　前項の意思表示として、諏訪市狭あい道路拡幅整備後退用地寄附申入書(様式第1号)を市長に提出するものとする。
3　第1項による意思のない者は、後退用地に支障となる工作物等を設置しない旨の確約書(様式第2号)を市長に提出するものとする。

(境界の確認)

第5条　市長は、前条第2項により寄附を申し出た建築主と、当該申請の土地の後退線の境界を立会い、境界を確定し、後退表示杭等を設置しなければならない。

(後退用地に係る事務及び費用負担)

第6条　寄附に伴う後退用地に係る測量及び登記に関する事務は市が行い、これらに要する費用(測量については未測量のもの、登記に要する費用については、所有権移転に関するものに限る。)は、市が負担するものとする。
この場合、土地所有者は当該登記に要する書類を市長に提出しなければならない。

(道路工事)

第7条　市長は、寄附に伴う後退用地の登記が完了した場合は、舗装等当該用地に係る必要な工事を行うものとする。ただし、経費を多額に要するものは、年次計画により行う。

(建築済みの場合の準用)

第8条　既に建築済みであって、道路後退部分の土地を市に寄附する場合は、第4条から第7条までの規定を準用する。

附　則
この告示は、平成12年4月1日から施行する。
様式第1号(第4条関係)

諏訪市狭あい道路拡幅整備後退用地寄附申入書

年　　月　　日　　

　　諏訪市長　　　　　　殿

土地所有者　住所　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　印　　

　　諏訪市狭あい道路拡幅整備に関する要綱第4条第1項の規定により、後退用地について、下記のとおり寄附をいたします。

記

　1　土地の地名、地番　　　　諏訪市

　2　土地の面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　平方メートル

　3　土地の位置図

様式第2号(第4条関係)

確約書

　　このたび諏訪市①　　　　　　　　　　　　　番地に②　　　　　　　　　　を建築するにあたり、建築基準法第42条第2項及び第44条第1項の規定を守り（　道路中心線より2M後退し・道路反対側より4M後退し　）この部分には門、塀、その他の工作物を設けないことを確約いたします。

　　万一、これに違反した場合は、貴市の指示に従い確約者の責任において、障害物を撤去いたします。

　　注　後退部分に門、塀、その他の工作物を設けた場合には、当該敷地にあるすべての建物が違反建築の扱いとなります。

　　諏訪市長　　　　　　　　殿

　　　年　　月　　日　　

建築主(確約者)　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　印　　

(自筆で記入してください。)　　　

※以下の欄は、記入しないで下さい。
	市道番号
	　
	幅員
	・　　　　　M　

	
	　
	幅員
	・　　　　　M　

	受付番号
	　
	受付日
	　


（下線部の①欄に敷地の地名地番、②欄に主要用途をご記入ください。）
